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◆ コンセッション方式のみならず、多様なPPP／PFI手法について、各教育委員会に対してこれまでの
実績や今後のニーズ等に関する調査を実施（※現在も精査中）。

・ 各教育委員会（全都道府県・市町村、約１０万施設）へアンケート調査を実施。

・ 学校施設（約38,000施設）、社会教育施設（博物館、美術館等）（約23,000施設）、社会体育施設（野球場、
体育館等）（約27,000施設）、文化施設（約2,000施設）といった施設を対象。
なお、学校等については、利用料金が存在しないため、コンセッション方式以外のその他の方式について

調査を実施。

・ 調査結果に応じて、各地方公共団体に対して、ヒアリングを併せて実施。

「日本再興戦略」改訂2015の進捗状況①

進捗状況

１

【調査結果】
○ コンセッション方式の導入を具体的に検討している地方公共団体は現時点ではなし。

（例）コンセッション方式を導入しない主な理由としては、「文教施設の利用料金は低廉に留まるため採算が取れな
い」が61％、「指定管理者制度を超えるメリットが分からない」が48％、「ノウハウや組織内の体制が不十分」が43％、
「事務量が多い」が13％となっている。

○ 利用料金収入をはじめとした自己収入と経常的経費（資本的経費は除く）を比較した場合、経常的
経費ですら賄えていない状況（全体のうち約９割は、経常的経費のうち自己収入で半分も賄えていな
い。）。さらに、資本的経費まで含めた場合、自己収入で賄える率がさらに低下。

○ 他方、収益施設併設・活用型など、多様なPPP／PFI手法に関しては、いくつかの導入実績あり。ま
た、今後導入を選択肢の一つとして検討している地方公共団体もあり。



「日本再興戦略」改訂2015の進捗状況②

２

【コンセッション方式について】
○ 来年度より詳細な調査研究を行うとともに、理解増進を図り、地方がコンセッション方式を検討しやすい環境を醸成する。

【多様なＰＰＰ／ＰＦＩ手法について】
○ 関係省庁とも連携しつつ、周知・支援を徹底し、引き続き、多様なPPP／PFI手法の導入を推進する。
・ 国土交通省・内閣府で推進している地域プラットフォームとの連携
・ グッドプラクティス集の作成や説明会の開催による周知活動

【コンセッション方式について】
１．地方の理解不足
○ 調査を実施する中で、地方公共団体におけるPPP／PFIに関する理解が不足していることが浮き彫りに。その要因としては、

周知の不足、教育委員会における技術者の不足、公共建築物におけるコンセッション方式に関するノウハウの欠如等が考
えられる。

２．更なる分析の必要性
○ 「『日本再興戦略』改訂2015」を踏まえ、文教施設における多様な施設類型を対象にニーズ調査や経常的経費の分析を

行ったものの、コンセッション方式の検討を着実に進めていくには、さらに以下の詳細な分析やノウハウ形成が必要。
（１）資本的経費の分析
・ コンセッション方式の導入可能性の判断に当たっては、経常的経費だけでなく、コンセッション事業者が担うことが期待さ
れる大規模改修の費用や、運営権対価により回収すべき将来の更新費用といった資本的経費も含めた分析が不可欠。

（２）施設類型毎の分析
・ 社会教育施設、社会体育施設、文化施設には、民間事業者が設置・運営している施設が一部あるものの、公共が担って
いる役割を、利用料金を低廉に抑えたままで担保できるかについて、施設類型毎に更なる分析が不可欠。

（３）公共建築物に関する国内外の先駆的事例の調査等によるノウハウの形成
・ 公共建築物におけるコンセッション方式のノウハウが不足していることから、国内外の先駆的事例の調査等により、ノウハウ
の形成に努める。

【多様なＰＰＰ／ＰＦＩ手法について】
○ 延べ払い型以外の収益施設併設・活用型等の多様なPPP／PFI手法の導入は、事例はあるものの実績が少ない。

課題

今後の推進方策



文教施設におけるＰＰＰ／ＰＦＩの事例①

（出所）内閣府PFI推進室資料より
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参考資料

社会体育施設

文化施設

（出所）墨田区HPより文部科学省作成

（出所）内閣府PFI推進室資料より

学校施設



文教施設におけるＰＰＰ／ＰＦＩの事例②
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参考資料

社会教育施設 国立女性教育会館

（出所）神奈川県HPより文部科学省作成 （出所）文部科学省作成


